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議案第１１２号 

 

令和５年度川崎市一般会計補正予算 

 

令和５年度川崎市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2,078,040千円を追加 

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 875,426,627千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の追加及び変更は、「第２表債務負担行為補正」 

による。 

 （地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

 

令和５年 ６ 月１２日提出 

川崎市長 福 田 紀 彦 
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１　追　加

千円 

２　変　更

期　　　　間 限 度 額

千円 千円 

Ｌ Ｅ Ｄ 化 推 進 事 業 令和６年度から 146,547

（ Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事 業 ） 令和１０年度まで

船 舶 新 造 事 業 費 令和５年度から 624,442

令和６年度まで

令和５年度公営住宅 令 和 ６ 年 度 1,399,624

整 備 事 業 費

令和６年度まで

1,192,326 令和６年度から

令和７年度まで

63,090 令和６年度から

令和１０年度まで

512,324

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 等 大 規 模 補 修 事 業 費 令 和 ６ 年 度 81,768

令和５年度から

事　　　　　項

補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

限 度 額 期　　　　間

公 立 保 育 所 耐 震 対 策 設 計 委 託 経 費 令 和 ６ 年 度 11,340

い こ い の 家 耐 震 対 策 設 計 委 託 経 費 令 和 ６ 年 度 9,481

川崎市民プラザ耐震対策等検討支援業務委託経費 令和５年度から 21,274

令和６年度まで

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

事　　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　度　　額
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　変　更

補 正 前 の 額 補正後の額

千円 千円 千円 

295,000 298,000

2,188,000 2,110,000

421,000 543,000

2,524,000 2,227,000

734,000 738,000

5,444,000 5,460,000

11,606,000 11,376,000

65,706,000 65,476,000

122,000

地 方 債 総 合 計 △ 230,000

公 営 住 宅 整 備 事 業 △ 297,000

こ ど も 支 援 事 業 3,000

施 設 整 備 事 業 △ 78,000

区 役 所 施 設 整 備 事 業 4,000

第 ３ 表　　地　 方　 債　 補　 正

補 正 額

起　　　債　　　の　　　目　　　的

限　　　　　　度　　　　　　額

合　　　　　　　　　　　　　　計 △ 230,000

義 務 教 育 施 設 整 備 事 業 16,000

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 推 進 事 業
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書  

 

 

１  歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 

 

２  債 務 負 担 行 為 補 正 に 関 す る 調 書 

 

３  地 方 債 補 正 に 関 す る 調 書 
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２　

事　　　　　　　項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

川崎市民プラザ耐震対策等 21,274 　　 - -        令５～６ 21,274

検 討 支 援 業 務 委 託 経 費

公 立 保 育 所 耐 震 対 策 11,340 　　 - -        令６ 11,340

設 計 委 託 経 費

い こ い の 家 耐 震 対 策 9,481 　　 - -        令６ 9,481

設 計 委 託 経 費

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム 等 81,768 　　 - -        令６ 81,768

大 規 模 補 修 事 業 費

Ｌ Ｅ Ｄ 化 推 進 事 業 146,547 　　 - -        令６～１０ 146,547

（ Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事 業 ）

船 舶 新 造 事 業 費 624,442 　　 - -        令５～６ 624,442

令和５年度公営住宅整備事業費 1,399,624 　　 - -        令６～７ 1,399,624

債務負担行為補正で令和６年度以降に

までの支出額の見込み及び令和５年度

令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 以 降

ま で の 支 出 見 込 額 支 出 予 定 額
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（単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

- - - 21,274 執 行 見 込 額 21,274

- 9,000 - 2,340 執 行 見 込 額 16,200

- 7,000 - 2,481 執 行 見 込 額 13,541

- 65,000 - 16,768 執 行 見 込 額 140,532

- - - 146,547 執 行 見 込 額 923,857

- 467,000 157,442 - 執 行 見 込 額 672,842

586,270 806,000 7,354 - 執 行 見 込 額 1,722,516

備　　　　　　　　考

一 般 財 源

わたるものについての令和４年度末

以降の支出予定額等に関する調書

特　　　定　　　財　　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳
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３　

1 896,684,055

こ ど も 未 来 債 24,444,644

健 康 福 祉 債 44,974,396

環 境 債 55,256,428

ま ち づ く り 債 122,444,213

区 役 所 債 7,702,248

教 育 債 166,221,225

1,112,620,137

普 通 債

区　　　　　　　分 令 和 ３ 年 度 末 現 在 高

813,026,495

令 和 ４ 年 度 末

現 在 高 見 込 額

合　　　　　　　　　　計 1,035,876,752

44,890,154

117,048,263

22,551,305

152,474,148

44,271,808

7,739,950

地方債補正の令和３年度末に

及 び 令 和 ５ 年 度 末 に お け る
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（単位　千円）

65,476,000 929,007,615

1,944,000 26,193,794

3,773,000 46,355,081

18,384,000 71,254,641

5,747,000 124,393,222

738,000 8,129,566

8,903,000 170,566,265

65,476,000 1,137,730,362

33,152,440

令 和 ５ 年 度 末

現 在 高 見 込 額年 度 中 元 金 償 還 見 込 額

2,385,787

令　和　５　年　度　中　増　減　見　込　み

40,365,775

194,850

4,557,960

3,797,991

2,392,315

310,682

おける現在高並びに令和４年度末

現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

年 度 中 起 債 見 込 額
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令 和 ５ 年 度 川 崎 市  

 

競 輪 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 
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議案第１１３号 

 

令和５年度川崎市競輪事業特別会計補正予算 

 

令和５年度川崎市の競輪事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 180,573千円を追加し、 

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 26,207,284千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

   

令和５年 ６ 月１２日提出           

川崎市長 福 田 紀 彦 
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書  

 

 

１  歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 
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令 和 ５ 年 度 川 崎 市  

 

港湾整備事業特別会計補正予算 
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議案第１１４号 

 

令和５年度川崎市港湾整備事業特別会計補正予算 

 

令和５年度川崎市の港湾整備事業特別会計の補正予算は、次に定めるところ 

による。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 13,000千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4,073,102千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の 

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

（債務負担行為の補正） 

第２条 既定の債務負担行為の変更は、「第２表債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は、「第３表地方債補正」による。 

   

令和５年 ６ 月１２日提出           

川崎市長 福 田 紀 彦 
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　変　更

千円 千円 

東 扇 島 コ ン テ ナ

ターミナル整備事業費

　変　更

千円 千円 千円 

補　　　　正　　　　後

期　　　　間

補 正 後 の 額

補　　　　正　　　　前

594,000

東 扇 島 コ ン テ ナ 機 能 施 設 整 備 事 業 1,038,0001,025,000 13,000

令和６年度から

令和７年度まで

令和６年度から

令和７年度まで

第 ３ 表　　地　 方　 債　 補　 正

第 ２ 表　　債 務 負 担 行 為 補 正

事　　　　　項

限 度 額 限 度 額

713,000

補 正 前 の 額 補 正 額

限　　　　　　度　　　　　　額

起　　　債　　　の　　　目　　　的

期　　　　間
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補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書  

 

 

１  歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書 

 

２  債 務 負 担 行 為 補 正 に 関 す る 調 書 

 

３  地 方 債 補 正 に 関 す る 調 書 
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２　

事　　　　　　　項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

東扇島コンテナターミナル 713,000 　　 - -        令６～７ 713,000

整 備 事 業 費

債務負担行為補正で令和６年度以降に

までの支出額の見込み及び令和５年度

令 和 ４ 年 度 末 ま で 令 和 ５ 年 度 以 降

の 支 出 ( 見 込 ) 額 支 出 予 定 額
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（単位　千円）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

- 713,000 - - 執 行 見 込 額 792,000

繰　入　金

わたるものについての令和４年度末

以降の支出予定額等に関する調書

特　　　定　　　財　　　源

左　　の　　財　　源　　内　　訳

備　　　　　　　　考
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 ３　

年 度 中 年 度 中 元 金

起 債 見 込 額 償 還 見 込 額

港 湾 整 備
事 業 債

1,038,000 145,795     3,758,180 4,381,067 5,273,272

地方債補正の令和３年度末における現在高並びに令和４年度末
及 び 令 和 ５ 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

（単位　千円）

区 分
令 和 ３ 年 度 末
現 在 高

令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額

令 和 ５ 年 度 中 増 減 見 込 み

令 和 ５ 年 度 末
現 在 高 見 込 額
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令 和 ５ 年 度 川 崎 市  

 

病 院 事 業 会 計 補 正 予 算 
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病 院 事 業 

資本的収入 

議案第１１５号 

 

令和５年度川崎市病院事業会計補正予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和５年度川崎市病院事業会計の補正予算は、次に定めるところによ

る。 

 （業務の予定量） 

第２条 令和５年度川崎市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に

定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

    （項   目）  （既決予定額） （補正予定額）  （計） 

 (2) 主要な建設改良事業 

  イ 施設改良工事   1,160,941 千円   △32,717 千円  1,128,224 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足す

る額 2,395,775 千円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 

2,395,758 千円」に、「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 

35,274 千円並びに過年度分損益勘定留保資金 2,360,501 千円」を「当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 35,084 千円並びに過年度分損益勘

定留保資金 2,360,674 千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のと

おり補正する。 

 

    （科   目）   （既決予定額）  （補正予定額）     （計）     

収      入 

第１款        8,043,560 千円   △32,700 千円   8,010,860 千円 

    

第１項 企 業 債  5,910,500 千円   △32,700 千円   5,877,800 千円 
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病 院 事 業 

資本的支出 

支      出 

第１款        10,439,335 千円   △32,717 千円  10,406,618 千円 

    

第１項 建設改良費 6,085,522 千円   △32,717 千円   6,052,805 千円 

 （債務負担行為） 

第４条 予算第５条に定めた債務負担行為をすることができる事項、期間及び

限度額に次のとおり追加する。 

事       項 期  間 限 度 額 

多摩病院非常用発電設備制御盤 

改修工事関連経費 

令和６年度から

令和７年度まで 
32,717 千円 

 

 （企 業 債） 

第５条 予算第６条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

起債の目的 
限   度   額 

補正前の額 補 正 額 補正後の額 

1 病 院 事 業 
千円 

5,910,500 

千円 

△32,700 

千円 

5,877,800 

 

 

            令和５年 ６ 月１２日提出           

                                川崎市長 福 田 紀 彦        

-60-



 

 

 

 

 

令 和 ５ 年 度 川 崎 市 病 院 事 業 会 計  

 

補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書 
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収

1 病 院 事 業 資 本 的 収 入

1 企 業 債

1 企 業 債

支

1 病 院 事 業 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

2 改 良 費

款 項 目

款 項 目

病院事業
令和５年度　　川崎市病院

資 　本　 的　 収　 入
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病院事業

（単位　　千円）

備　　　　　　　考

△ 32,700

△ 32,700

△ 32,700 病院事業債の減

（単位　　千円）

備　　　　　　　考

△ 32,717

△ 32,717

△ 32,717 施設改良に要する費用の減

事業会計補正予算実施計画

8,043,560

5,910,500

    及 　び 　支 　出

入

既　決　予　定　額

1,160,941

6,052,805

1,128,224

10,439,335

6,085,522

10,406,618

5,910,500

補　正　予　定　額 計

既　決　予　定　額 補　正　予　定　額 計

8,010,860

5,877,800

5,877,800

出
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病院事業

（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 （△は損失） △ 1,455,608

減価償却費 2,758,635

退職給付引当金の増減額 （△は減少） 130,480

賞与引当金の増減額 （△は減少） 104,983

長期前受金戻入額 △ 1,304,369

資本費繰入収益額 △ 488,249

受取利息配当金 △ 50

支払利息及び企業債取扱諸費 634,572

固定資産除却損 105,304

固定資産売却益 △ 2

固定資産売却損 1

未収金の増減額 （△は増加） 684,009

未払金の増減額 （△は減少） △ 646,459

未払費用の増減額 （△は減少） △ 285,120

たな卸資産の増減額 （△は増加） 845

小計 238,972

利息及び配当金の受取額 50

利息及び企業債取扱諸費の支払額 △ 637,805

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 398,783

令和５年度　川崎市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 6,282,977

有形固定資産の売却による収入 4

県補助金による収入 2

寄附金による収入 2

一般会計からの繰入金等による収入 2,621,303

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 3,661,666

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入 11,000,000

一時借入金の返済による支出 △ 11,000,000

リース債務の返済による支出 △ 79,870

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 5,877,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 4,353,813

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,444,117

資金減少額 2,616,332

資金期首残高 8,244,205

資金期末残高 5,627,873
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　　　      千円 千円
多摩病院
非常用発電設備制御盤
改修工事関連経費

債　　務　　負　　担　　行　　為　　

事　　　　　　　　　　　項 限　　度　　額

令 和 ４ 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

期　　　　　間 金　　　　　額

32,717    － －
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千円 千円 千円 千円

　に　　関　　す　　る　　調　　書

令 和 ５ 年 度 以 降 の 支 払
左　 の　 財　 源　 内　 訳

義 務 発 生 予 定 額

期　　　　　間 金　　　　　額 企　業　債 負　担　金 自己資金

32,717 32,500 － 217
令和6年度から
令和7年度まで
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1

(1)

ア 土 地 6,719,714

イ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,318,102 33,557,930

ウ 構 築 物 2,323,719

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,474,625 849,094

エ 器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,199,841 4,249,833

オ 車 両 30,064

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,135 13,929

カ リ ー ス 資 産 320,259

減 価 償 却 累 計 額 △ 199,251 121,008

キ その他有形固定資産 56,802

減 価 償 却 累 計 額 △ 35,096 21,706

ク 建 設 仮 勘 定 1,251,674

有形 固定 資産 合計

(2)

ア 電 話 加 入 権 61

イ 施 設 利 用 権 1,289

無形 固定 資産 合計 1,350

固 定 資 産 合 計 46,786,238

令和５年度　川崎市病院事業予定貸借対照表

（令和 6 年 3 月31日）

（単位　千円）

14,449,674

資　　産　　の　　部

固　　　定　　　資　　　産

有　形　固　定　資　産

81,876,032

46,784,888

無　形　固　定　資　産
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2

(1) 5,627,873

(2) 3,964,425

△ 64,435 3,899,990

(3) 193,734

流 動 資 産 合 計 9,721,597

資 産 合 計 56,507,835

3

(1)

39,166,762

企 業 債 合 計 39,166,762

(2) 49,470

(3)

ア 退 職 給 付 引 当 金 5,530,791

引 当 金 合 計 5,530,791

固 定 負 債 合 計 44,747,023

4

(1)

4,591,766

企 業 債 合 計 4,591,766

(2) 65,233

(3) 971,805

流　　　動　　　資　　　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

負　　債　　の　　部

固　　　定　　　負　　　債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

引 当 金

流　　　動　　　負　　　債

企 業 債

ア
建 設 改 良 費 等 の
財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金
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(4) 562,379

(5)

ア 賞 与 引 当 金 1,098,474

引 当 金 合 計 1,098,474

(6) 184,670

流 動 負 債 合 計 7,474,327

5

長 期 前 受 金 21,937,700

収 益 化 累 計 額 △ 19,534,556

繰 延 収 益 合 計 2,403,144

負 債 合 計 54,624,494

6 15,825,753

7 剰　　　　 　余　 　　　　金

(1) 資　 本 　剰 　余 　金

ア 受 贈 財 産 評 価 額 41,615

イ 補 助 金 24,148

ウ 負 担 金 2,415,924

資 本 剰 余 金 合 計 2,481,687

(2) 欠　　　　 損 　　　　金

ア 当年度未処理欠損金 16,424,099

欠 損 金 合 計 16,424,099

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰　　　延　　　収　　　益

未 払 費 用

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債

資　　本　　の　　部

資　　　　 　本　 　　　　金

△ 13,942,412

1,883,341

56,507,835
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注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)　資産の評価基準及び評価方法

　 ア　貯蔵品　　先入先出法による原価法による（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）。

(2)　固定資産の減価償却の方法

　 ア　有形固定資産（リース資産を除く。）

(ア)　減価償却の方法

　定額法による。

(イ)　主な耐用年数

　　建物   ５～４７年

　構築物 １０～５０年

　器械備品   ２～２０年

　車両   ４～　６年

　その他有形固定資産 　　　３５年

イ　無形固定資産（リース資産を除く。）

　(ア)　減価償却の方法

　定額法による。

ウ　リース資産

　(ア)　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

(イ)　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

(3)　引当金の計上方法

ア　貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計

上している。

イ　退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度の退職手当の期末要支給額に

相当する額を計上している。
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ウ　賞与引当金

　　職員の期末・勤勉手当の支給及び期末・勤勉手当支給に係る法定福利費の支払

に備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度

の負担に属する額を計上している。

(4)　その他会計に関する書類作成のための基本となる重要な事項

ア　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、取得資産の付随費用と

して資産の取得価額に算入している。

２　予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引

(1)　ファイナンス・リース取引による資産の取得

　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額

は、それぞれ５３，４８３千円である。

３　予定貸借対照表に関する注記

(1)　企業債の償還に係る一般会計の負担

　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算し

て１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる

額は２４，４４５，４０７千円である。

(2)　ファイナンス・リース取引に係るリース債務

　リース債務は、消費税及び地方消費税相当額を含んでいる。
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４　セグメント情報に関する注記

(1)　報告セグメントの概要

　川崎市病院事業会計は、川崎市立川崎病院、川崎市立井田病院、川崎市立多摩病

院の３病院を運営していることから、各病院を報告セグメントとしている。

　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

 川崎市立川崎病院の運営 

　 許可病床数 713床

　 （一般病床 663床、精神病床 38床、感染症病床 12床）

 川崎市立井田病院の運営

　 許可病床数 383床

　 （一般病床 343床、結核病床 40床）

 　許可病床数 376床

 　（一般病床 376床）

(2)　報告セグメントごとの医業収益、医業費用、医業損益金額、経常損益金額、

   資産、負債その他の項目の金額

当事業年度（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（単位　千円）

川崎病院 井田病院 多摩病院 合　　計

 医業収益

 医業費用

 医業損益

 経常損益

 セグメント資産

 セグメント負債

 その他の項目

 収益的収入
 他会計繰入金

 資本的収入
 他会計繰入金

1,113,841 310,124 709,089

 減価償却費

 特別利益

 特別損失

 有形固定資産及び無
 形固定資産の増加額

5,370,177 292,639 412,374 6,075,190

6,047 17,563 351,933 375,543

156,501 30,958 － 187,459

2,133,054

1,373,610 1,059,901 325,124 2,758,635

3,428,985 1,679,997 717,738 5,826,720

29,584,254 12,566,485 14,357,096 56,507,835

24,165,211 17,451,449 13,007,834 54,624,494

△ 2,562,810 △ 2,514,743 51,110 △ 5,026,443

△ 795,863 △ 1,246,768 408,939 △ 1,633,692

21,879,546 9,279,778 1,089,272 32,248,596

24,442,356 11,794,521 1,038,162 37,275,039

報告セグメント 事　業　の　内　容

川崎市立川崎病院

川崎市立井田病院

川崎市立多摩病院

 川崎市立多摩病院の運営（指定管理者制度による運営）

（うち資本費繰入収益） (314,452) (173,797) (－) (488,249)
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５　その他の注記

(1)　長期継続契約に係るリース債務

　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額で

ある。

　短期リース債務 千円

　長期リース債務 千円

(2)　貸倒引当金の目的使用による取り崩し

  当事業年度において、債権の不納欠損による損失として１０，６４４千円を処理

するため、貸倒引当金１０，６４４千円を取り崩す。

(3)　退職給付引当金の目的使用による取り崩し

　　当事業年度において、職員の退職手当として５６４，６７８千円を支給するため、

退職給付引当金５６４，６７８千円を取り崩す。

(4)　賞与引当金の目的使用による取り崩し

　　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当及び期末・勤勉手当支給に係る法定

福利費として３，２４１，２７６千円を支給（支払）するため、賞与引当金

９９３，４９１千円を取り崩す。

(5)　資金の管理

　　病院事業会計の資金を効率的に管理するため、病院局経営企画室において資金管

理及び支払事務を行っている。

４９，４７０

６５，２３３
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